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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
　次に、「各府省が行う政策評価」についてご説明します。
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
　政策評価の代表的な方式として、「事業評価方式」、「実績評価方式」、「総合評価方式」の３つがあります。

　政策評価に期待される役割を十分果たすとともに、政策評価の効率的な実施を確保するため、
政策の特性等に応じて合目的的に、この３つの方式や、これら主要な要素を組み合わせた一貫した仕組みなど、
適切な方式を用いることとしています。


% HEREMEOD =T ~ (1) Samfst~

S5 UHRIFTFENSBERIMNRVE I S EASZHEST - AIE
U. BRNDZAMYE, BERAXMREOBH S, HEICK
USRI Z1757H71 (FBaisfl - &)

[FEEiD R TSN TNSER]

[RHEEZE] (%3]
NHBZEDOENE(CFHR DM R DFES - CUFE (TS5
(S5RTEHi - SE25Hi) (SSRTEHE,. SE25Hi)
CGEGRSHIEETED [(6F5REE - ODASS]

BT RIEEF (CfR DM HFHFE - ODADEN(C %DM
(S5RTEHi - SE25Hih) (SETEHMM - SS4RETH)



プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
　初めに、事業評価方式についてご説明します。

　事業評価方式は、事務事業の実施の必要性を判断するため、費用対効果などの観点から評価する方式です。

　事務事業のうち、国民生活や社会経済に与える影響が大きいものや多額の費用を要するものについては、
それを実施するに当たり、特に慎重な判断が求められるため、事前評価が義務付けられています。

　現在、一定以上の事業規模を有する個々の研究開発、公共事業、政府開発援助、規制、租税特別措置等に
事前評価が義務付けられており、これらには事業評価方式が用いられています。
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
　続いて、実績評価方式についてご説明します。

　実績評価方式は、政策を絶えず見直し、改善していく観点から、あらかじめ達成目標を定め、定期的に実績を測定し、
目標期間が終了した時点で達成度合いを評価する方式です。

　最後に、総合評価方式についてご説明します。

　総合評価方式は、特定のテーマについて、政策の決定から一定期間が経過した後に、
政策効果を様々な角度から分析するとともに、問題点の把握やその原因を分析するなど、総合的に評価する方式です。
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
　項目５では、政策評価法で事前評価の実施が義務付けられている
研究開発、公共事業、政府開発援助、規制、租税特別措置等の５分野についてご説明します。

　研究開発については、10億円以上の個々の研究開発には事前評価が、
決定から５年経過しても未着手の研究開発と10年経過しても継続中の研究開発には事後評価が、
法令で義務付けられています。

　研究開発の評価は、政策評価法のほかに、
内閣総理大臣が決定した「国の研究開発評価に関する大綱的指針」を踏まえて行うものとされています。
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
　公共事業については、新たに10億円以上の事業を採択する際には事前評価が、
事業採択から５年経過しても未着工の事業と10年経過しても継続中の事業には事後評価が、
それぞれ法令により義務付けられています。

　また、公共事業所管省によっては、事業が完了してから一定期間経過後に完了後の事後評価も行われています。

　公共事業の政策評価では、費用便益分析が主な手法として用いられています。

　この手法は、公共事業の実施によって得られる効果と、実施するために要する費用とを金額ベースで比較し、
効果が費用より大きい場合、その公共事業を新たに実施又は引き続き継続することが妥当であるとみなすものです。

　公共事業の効果としては、例えば、輸送コストの縮減、来訪者の増加、
災害による被害の軽減などを金銭価値化したものが用いられています。
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
　ＯＤＡについては、法令により、10億円以上の無償資金協力と150億円以上の有償資金協力に、
事前評価が義務付けられています。
　また、決定から５年経過しても未着手の事業と10年経過しても継続中の事業には事後評価が義務付けられています。

　外務省では、これ以外の政策レベルやプログラムレベルのODAの評価にも積極的に取り組んでいます。
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
　規制は、社会秩序の維持、生命の安全、環境の保全、消費者の保護などの行政目的のため、
国民の権利を制限し、又は義務を課すものですが、国民生活や社会経済に大きな影響を及ぼすため、
必要以上のものとならないようにする必要があります。

　そのため、規制に係る政策評価は、「課題や問題の解決手段として、規制を採用することの必要性、妥当性、有効性があるか」、
「規制の導入に伴い発生する国民の負担が必要最小限度のものとなっているか」という観点から行う必要があります。

　例えば、安全設備の導入コストや手続負担、それと規制によって得られる効果を可能な限り定量的に予測し、
プラス面とマイナス面の双方を分析することが求められます。

　政策評価法では、各府省が、法律又は政令で規制を新設・改廃しようとするときには、事前評価を義務付けています。
また、事前評価を経て施行された規制は、一定期間経過後に事後評価を行うこととなっています。
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
　租税特別措置等については、平成22年度税制改正大綱を踏まえ、政策評価の実施が義務付けられました。

　具体的には、行政機関が、法人税、法人住民税、法人事業税の租税特別措置等の新設、拡充、延長を要望する場合は、
事前評価を実施する必要があります。
また、期限の定めのない租税特別措置等については原則として３年から５年に１回、事後評価を実施する必要があります。

　租税特別措置等は、税負担の公平の原則の例外であるため、これを正当化するためには、
適用の実態や効果が透明で納税者が納得できるものであることが必要です。

　そのため、租税特別措置等の政策評価は、必要性、有効性、相当性の観点から、
可能な限り客観的なデータを用いて行う必要があります。


